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１ 統計調査の審査状況 
（総括表） 
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１ 指定統計調査の承認 

指定統計調査の名称 承認年月日 承 認 事 項 の 主 な 変 更 申 請 者

自動車輸送統計調査 H20.5.30 ○ 自動車輸送統計調査のうち特別積合せトラ

ック調査について、規制緩和（営業区域規制

の廃止）に伴い一般貨物自動車運送事業でも

特別積合せ貨物運送が可能となったため、特

別積合せトラック調査のみを区分して把握す

る必要性が乏しく、報告者負担も大きいもの

であったことから、平成 17 年、18 年及び 19

年調査に引き続き、20 年調査を休止する。 

国土交通大臣
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２ 承認統計調査の承認 

承 認 番 号 承認年月日 統 計 調 査 の 名 称 申 請 者

No.27310 

(旧 No.26919) 
H20.5.1 

平成２０年雇用動向調査 

（事業所票 様式１号） 
厚生労働大臣 

No.27311 

(旧 No.26920) 
H20.5.1 

平成２０年雇用動向調査 

（事業所票 様式２号） 
厚生労働大臣 

No.27312 

(旧 No.26921) 
H20.5.1 

平成２０年雇用動向調査 

（入職者票 様式３号） 
厚生労働大臣 

No.27313 

(旧 No.26922) 
H20.5.1 

平成２０年雇用動向調査 

（離職者票 様式４号） 
厚生労働大臣 

No.27314 

(旧 No.26843) 
H20.5.1 

海外事業活動基本調査 

（本社企業調査票） 
経済産業大臣 

No.27315 

(旧 No.26844) 
H20.5.1 

海外事業活動基本調査 

（現地法人調査票） 
経済産業大臣 

No.27316 

(旧 No.22575) 
H20.5.12 

船員労働統計母集団調査 

（船員労働統計母集団調査票） 
国土交通大臣 

No.27317 

(旧 No.26932) 
H20.5.15 

知的財産活動調査 

（知的財産活動調査票） 
特許庁長官 

No.27318 

(旧 No.23411) 
H20.5.21 

港湾運送事業雇用実態調査 

（平成２０年港湾運送事業雇用実態調査票） 
厚生労働大臣 

No.27319 

(旧 No.27123) 
H20.5.23 

特定サービス産業動態統計調査 

（物品賃貸（リース）業調査票） 
経済産業大臣 

No.27320 

(旧 No.27124) 
H20.5.23 

特定サービス産業動態統計調査 

（物品賃貸（レンタル）業調査票） 
経済産業大臣 

No.27321 

(旧 No.27125) 
H20.5.23 

特定サービス産業動態統計調査 

（情報サービス業調査票） 
経済産業大臣 

No.27322 

(旧 No.27126) 
H20.5.23 

特定サービス産業動態統計調査 

（広告業調査票） 
経済産業大臣 

No.27323 

(旧 No.27127) 
H20.5.23 

特定サービス産業動態統計調査 

（クレジットカード業調査票） 
経済産業大臣 

No.27324 

(旧 No.27128) 
H20.5.23 

特定サービス産業動態統計調査 

（エンジニアリング業調査票） 
経済産業大臣 

No.27325 

(旧 No.27129) 
H20.5.23 

特定サービス産業動態統計調査 

（映画館調査票） 
経済産業大臣 

No.27326 

(旧 No.27130) 
H20.5.23 

特定サービス産業動態統計調査 

（劇場・興行場，興行団調査票） 
経済産業大臣 

No.27327 

(旧 No.27131) 
H20.5.23 

特定サービス産業動態統計調査 

（ゴルフ場調査票） 
経済産業大臣 

No.27328 

(旧 No.27132) 
H20.5.23 

特定サービス産業動態統計調査 

（ゴルフ練習場調査票） 
経済産業大臣 
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No.27329 

(旧 No.27133) 
H20.5.23 

特定サービス産業動態統計調査 

（ボウリング場調査票） 
経済産業大臣 

No.27330 

(旧 No.27134) 
H20.5.23 

特定サービス産業動態統計調査 

（遊園地・テーマパーク調査票） 
経済産業大臣 

No.27331 

(旧 No.27135) 
H20.5.23 

特定サービス産業動態統計調査 

（パチンコホール調査票） 
経済産業大臣 

No.27332 

(旧 No.27136) 
H20.5.23 

特定サービス産業動態統計調査 

（葬儀業調査票） 
経済産業大臣 

No.27333 

(旧 No.27137) 
H20.5.23 

特定サービス産業動態統計調査 

（結婚式場業調査票） 
経済産業大臣 

No.27334 

(旧 No.27138) 
H20.5.23 

特定サービス産業動態統計調査 

（外国語会話教室調査票） 
経済産業大臣 

No.27335 

(旧 No.27139) 
H20.5.23 

特定サービス産業動態統計調査 

（カルチャーセンター調査票） 
経済産業大臣 

No.27336 

(旧 No.27140) 
H20.5.23 

特定サービス産業動態統計調査 

（フィットネスクラブ調査票） 
経済産業大臣 

No.27337 

(旧 No.27141) 
H20.5.23 

特定サービス産業動態統計調査 

（学習塾調査票） 
経済産業大臣 

No.27338 

(旧 No.     ) 
H20.5.23 

特定サービス産業動態統計調査 

（映像情報製作・配給業調査票） 
経済産業大臣 

No.27339 

(旧 No.     ) 
H20.5.23 

特定サービス産業動態統計調査 

（インターネット付随サービス業調査票） 
経済産業大臣 

No.27340 

(旧 No.     ) 
H20.5.23 

特定サービス産業動態統計調査 

（音楽ソフト制作業調査票） 
経済産業大臣 

No.27341 

(旧 No.     ) 
H20.5.23 

特定サービス産業動態統計調査 

（新聞業調査票） 
経済産業大臣 

No.27342 

(旧 No.     ) 
H20.5.23 

特定サービス産業動態統計調査 

（出版業調査票） 
経済産業大臣 

No.27343 

(旧 No.     ) 
H20.5.23 

特定サービス産業動態統計調査 

（ポストプロダクション業調査票） 
経済産業大臣 

No.27344 

(旧 No.     ) 
H20.5.23 

特定サービス産業動態統計調査 

（デザイン業調査票） 
経済産業大臣 

No.27346 

(旧 No.     ) 
H20.5.23 

特定サービス産業動態統計調査 

（機械設計業調査票） 
経済産業大臣 

No.27346 

(旧 No.     ) 
H20.5.23 

特定サービス産業動態統計調査 

（機械等修理業調査票） 
経済産業大臣 

No.27347 

(旧 No.     ) 
H20.5.23 

特定サービス産業動態統計調査 

（自動車賃貸業調査票） 
経済産業大臣 

No.27348 

(旧 No.     ) 
H20.5.23 

特定サービス産業動態統計調査 

（環境計量証明業調査票） 
経済産業大臣 
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No.27349 

(旧 No.26480) 
H20.5.23 

民間非営利団体実態調査 

（民間非営利団体実態調査調査票） 
内閣総理大臣 

No.27350 

(旧 No.26991) 
H20.5.27 

中小企業実態基本調査 

（中小企業実態基本調査（調査票甲法人企業用）） 

中小企業庁長

官 

No.27351 

(旧 No.26991) 
H20.5.27 

中小企業実態基本調査 

（中小企業実態基本調査（調査票甲個人事業者用）） 

中小企業庁長

官 

No.27352 

(旧 No.26992) 
H20.5.27 

中小企業実態基本調査 

（中小企業実態基本調査（調査票乙）） 

中小企業庁長

官 

No.27353 

(旧 No.26923) 
H20.5.27 

第４回中高年者縦断調査 

（中高年者の生活に関する継続調査票） 
厚生労働大臣 

No.27354 

(旧 No.26924) 
H20.5.27 

第７回２１世紀成年者縦断調査（国民の生活に関する継続

調査） 

（２１世紀成年者縦断調査（国民の生活に関する継続調

査）女性票） 

厚生労働大臣 

No.27355 

(旧 No.26925) 
H20.5.27 

第７回２１世紀成年者縦断調査（国民の生活に関する継続

調査） 

（２１世紀成年者縦断調査（国民の生活に関する継続調

査）男性票） 

厚生労働大臣 

No.27356 

(旧 No.26926) 
H20.5.27 

第７回２１世紀成年者縦断調査（国民の生活に関する継続

調査） 

（２１世紀成年者縦断調査（国民の生活に関する継続調

査）配偶者票（女性用）） 

厚生労働大臣 

No.27357 

(旧 No.26927) 
H20.5.27 

第７回２１世紀成年者縦断調査（国民の生活に関する継続

調査） 

（２１世紀成年者縦断調査（国民の生活に関する継続調

査）配偶者票（男性用）） 

厚生労働大臣 
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３ 届出統計調査の受理 

 

（2） 変 更 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

208019 H20.5.2 京都府鉱工業生産動態統計調査 京都府知事 

208020 H20.5.26 労働条件等実態調査 和歌山県知事

 

（3） 中 止 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

308003 H20.5.19 
農林水産業調査（家畜頭数，家兎飼養戸数及び飼養頭数，

鶏飼育数及び飼育羽数） 
香川県知事 

308004 H20.5.21 薬局における処方せん取扱状況等調査 新潟県知事 
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２ 指 定 統 計 調 査 の 承 認 
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指定統計調査の承認 

【調査名】 自動車輸送統計調査 

【承認年月日】 平成２０年５月３０日 

【指定番号】 ９９ 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報管理部 

【目 的】 自動車輸送の実態を明らかにし，我が国の経済政策，交通政策等を策定するための基礎資料を得る 

【沿 革】 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）に基づく道路運送調査規則（昭和２７年運輸省建設省令第

１号）により，自動車の使用者は，「自動車輸送実績報告書」として自動車による旅客又は貨物の輸送

状況を所管の運輸省に提出することとされており，これを基に輸送統計が作成されていたが，自動車の

激増等により輸送状況を迅速かつ正確に把握するため，昭和３５年４月から統計法に基づく指定統計第

９９号を作成するための調査として自動車輸送統計調査が開始された。その後，昭和３９年に営業用バ

ス全数調査及び路線トラック調査の追加，昭和６２年に軽自動車を調査対象に追加する等の変更を行っ

ている。また，特別積合せトラック調査については，規制緩和（営業区域規制の廃止）により，一般貨

物自動者運送事業でも特別積合せ貨物運送と同様な運行が可能となったことに伴い，特別積合せトラッ

ク運送のみを区分して把握する必要性が乏しく，報告者負担も大きいものであったことから，平成２２

年４月分の調査から予定している本調査計画の大幅な見直しまでの間の暫定的措置として，平成１７年

度から２１年度までの間の調査を休止することとしている。 

【調査の構成】 １－自動車輸送統計調査票（貨物営業用）大調査ー第１号様式，２－自動車輸送統計調査票（特

別積合せトラック調査），３－自動車輸送統計調査票（貨物自家用）大調査ー第３号様式，４－自

動車輸送統計調査票（旅客営業用－乗合，貸切，特定）大調査，５－自動車輸送統計調査票（旅客

営業用－乗用）小調査ー第５号様式の２，６－自動車輸送統計調査票（旅客営業用－乗合）第４号

様式の２，７－自動車輸送統計調査票（旅客自家用－乗用）小調査ー第７号様式の２，８－自動車

輸送統計調査票（貨物営業用）小調査ー第１号様式の２，９－自動車輸送統計調査票（貨物自家

用）小調査ー第３号様式の２，１０－自動車輸送統計調査票（旅客営業用ー特定）第４号様式の

４，１１－自動車輸送統計調査票（旅客営業用ー貸切）第４号様式の３，１２－自動車輸送統計調

査票（旅客自家用ー乗用）大調査ー第７号様式，１３－自動車輸送統計調査票（旅客自家用ー乗



 - 12 -

合）大調査ー第６号様式，１４－自動車輸送統計調査票（旅客自家用ー乗合）小調査ー第６号様式

の２，１５－自動車輸送統計調査票（旅客営業用ー乗用）大調査ー第５号様式 

【集計・公表】 （集計）中央集計（統計センター委託・機械集計） （公表）「自動車輸送統計月報」（調査月

経過後２か月以内），「自動車輸送統計年報」，「自動車輸送統計報告書」（毎年３回），「特別

積合せトラック調査報告書」（毎年２回） （表章）地方運輸局 

【備 考】 本調査の体系は，毎月調査（２を除く）となっているが，毎年２月，６月及び１０月（以下，「大調

査月」という。）は，詳細調査を，その他の９か月（以下，「小調査月」という。）は，簡略調査を行

う。ただし，４については全数調査（毎月１か月間）を行うほか，大調査月にサンプル調査を併わせて

行う。（以下，４については，大調査月の内容を記載した（全数調査については割愛）。なお，全数調

査では，輸送人員のほか，延実在日車，延実働日車，総走行キロ，延運行回数，月末実在車両数，１日

１車当たりの輸送人員・走行キロ・運行回数等を把握する。） 

 ２については，年２回（６月及び１０月）に全数調査を行う。 

※ 

【調査票名】 １－自動車輸送統計調査票（貨物営業用）大調査ー第１号様式 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車及び軽自動車で輸送の用に供せられ，一般

道路を使用している自動車 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，１００ ２，４００ （配布）調査員 （取集）調査員 

（記入）自計 （把握時）７日間 （系統）国土交通省→地方運輸局・運輸監理部・運輸支局→調

査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年３回（２月，６月，１０月） （実施期日）７日間 

【調査事項】 １．自動車の種類，主な用途，２．走行距離，３．燃料消費量（大調査月のみ），４．休車日

数，５．輸送状況（１）輸送区間，走行距離，輸送貨物の品名及び重量，輸送回数，高速道路利用

の有無，（２）出発日・到着日，運行系統，高速道路利用の有無，営業所名または荷扱所名，区間

走行距離，積込量，取卸量，区間積載量， 

※ 

【調査票名】 ２－自動車輸送統計調査票（貨物営業用）小調査ー第１号様式の２ 
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【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車及び軽自動車で輸送の用に供せられ，一般

道路を使用している自動車 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，１００ ２，４００ （配布）調査員 （取集）調査員 

（記入）自計 （把握時）７日間 （系統）国土交通省→地方運輸局・運輸監理部・運輸支局→調

査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）２月，６月，１０月以外 （実施期日）７日間 

【調査事項】 １．自動車の種類，調査期間，最大積載量等，２．事業の種類，３．走行距離，４．休車日数，

５．走行状況（貨物輸送の走行回数，輸送貨物の品名及び重量）， 

※ 

【調査票名】 ３－自動車輸送統計調査票（特別積合せトラック調査） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車で特別積合せ貨物輸送の用に供せられ，一

般道路を使用している自動車 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）７日間 （系統）国土交通省→地方運輸局・運輸監理部・運輸支局→報告者 

【周期・期日】 （周期）年２回（６月及び１０月） （実施期日）調査期間後７日以内 

【調査事項】 １．発送原票枚数，２．貨物の発・着所在地，個数，重量，３．着営業所所在地，走行距離，品

名，個数，重量等， 

※ 

【調査票名】 ４－自動車輸送統計調査票（貨物自家用）大調査ー第３号様式 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車及び軽自動車で輸送の用に供せられ，一般

道路を使用している自動車 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１７，８００ ６，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 

（記入）自計 （把握時）７日間 （系統）国土交通省→地方運輸局・運輸監理部・運輸支局→調

査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年３回（２月，６月，１０月） （実施期日）７日間 

【調査事項】 １．自動車の種類，最大積載量，２．事業の種類，３．走行距離，４．燃料消費量，５．休車日
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数，６．走行状況（月日，走行区間，走行距離，走行目的，貨物の品名・重量・回数，人員の輸

送・回数，高速道路利用の有無）， 

※ 

【調査票名】 ５－自動車輸送統計調査票（貨物自家用）小調査ー第３号様式の２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車及び軽自動車で輸送の用に供せられ、一般

道路を使用している自動車 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１７，８００ ６，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 

（記入）自計 （把握時）７日間 （系統）国土交通省→地方運輸局・運輸管理部・運輸支局→調

査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）２月，６月，１０月以外 （実施期日）７日間 

【調査事項】 １．自動車の種類，最大積載量等，２．事業の種類，３．走行距離，４．休車日数，５．走行状

況（月日，貨物輸送の走行回数・品名・重量，通勤・買物等の走行回数及び延乗車人員等）， 

※ 

【調査票名】 ６－自動車輸送統計調査票（旅客営業用－乗合，貸切，特定）大調査 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車で輸送の用に供せられ，一般道路を使用し

ている自動車 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，６００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 

（把握時）３日間 （系統）国土交通省→地方運輸局→運輸監理部・運輸支局→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）２月，６月，１０月 （実施期日）３日間 

【調査事項】 １．自動車の種類，最大積載量等，２．主な用途，３．走行距離，４．燃料消費量，５．休車日

数，６．輸送状況（１）一般乗合運行以外用（月日，輸送区間，走行距離，輸送人員，輸送回数，

高速道路利用の有無），（２）一般乗合運行用（月日，運行系統，高速道路利用の有無，運行系統

の距離，一日の延輸送人員，一日の運行回数，一人平均乗車キロ）， 

※ 

【調査票名】 ７－自動車輸送統計調査票（旅客営業用－乗合）第４号様式の２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車で輸送の用に供せられ，一般道路を使用し
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ている自動車 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，６００ （配布）調査員・オンライン （取集）調査員・オンラ

イン （記入）自計 （把握時）１ヵ月間 （系統）国土交通省→地方運輸局・運輸監理部・運輸

支局→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）１ヶ月間 

【調査事項】 １．輸送状況（１）輸送人員（定期・定期外等），（２）延実在日車（ガソリン車，軽油車，Ｌ

ＰＧ車，その他車），総走行キロ（実車キロ・空車キロ），延運行回数，月末実在車両数，２．単

位当りの数量（輸送人員の対前月比，１日１車あたりの輸送人員・走行キロ・運行回数等， 

※ 

【調査票名】 ８－自動車輸送統計調査票（旅客営業用ー貸切）第４号様式の３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車で輸送の用に供せられ，一般道路を使用し

ている自動車 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，６００ （配布）調査員・オンライン （取集）調査員・オンラ

イン （記入）自計 （把握時）１ヵ月間 （系統）国土交通省→地方運輸局→運輸管理部・運輸

支局→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）１ヶ月間 

【調査事項】 １．輸送状況（１）輸送人員（定期・定期外等），（２）延実在日車（ガソリン車，軽油車，Ｌ

ＰＧ車，その他車），総走行キロ（実車キロ・空車キロ），延運行回数，月末実在車両数，２．単

位当りの数量（輸送人員の対前月比，１日１車あたりの輸送人員・走行キロ・運行回数等， 

※ 

【調査票名】 ９－自動車輸送統計調査票（旅客営業用ー特定）第４号様式の４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車で輸送の用に供せられ，一般道路を使用し

ている自動車 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，６００ （配布）調査員・オンライン （取集）調査員・オンラ

イン （記入）自計 （把握時）１ケ月間 （系統）国土交通省→地方運輸局→運輸管理部・運輸

支局→調査員→報告者 
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【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）１ケ月間 

【調査事項】 １．輸送状況（１）輸送人員（定期・定期外等），（２）延実在日車（ガソリン車，軽油車，Ｌ

ＰＧ車，その他車），総走行キロ（実車キロ・空車キロ），延運行回数，月末実在車両数，２．単

位当りの数量（輸送人員の対前月比，１日１車あたりの輸送人員・走行キロ・運行回数等， 

※ 

【調査票名】 １０－自動車輸送統計調査票（旅客営業用ー乗用）大調査ー第５号様式 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車で輸送の用に供せられ，一般道路を使用し

ている自動車 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，２００ ４００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記

入）自計 （把握時）毎月３日間 （系統）国土交通省→地方運輸局・運輸管理部・運輸支局→調

査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）２月，６月，１０月 （実施期日）毎月３日間 

【調査事項】 １．走行距離，２．燃料消費量，３．休車日数，４．輸送状況（輸送区間，走行距離，輸送人

員，輸送回数，高速道路利用の有無）， 

※ 

【調査票名】 １１－自動車輸送統計調査票（旅客営業用－乗用）小調査ー第５号様式の２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車で輸送の用に供せられ，一般道路を使用し

ている自動車 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，２００ ４００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記

入）自計 （把握時）毎月３日間 （系統）国土交通省→地方運輸局・運輸監理部・運輸支局→調

査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）２月，６月，１０月以外 （実施期日）毎月３日間 

【調査事項】 １．走行距離，２．休車日数，３．輸送状況（月日，輸送回数，輸送人員）， 

※ 

【調査票名】 １２－自動車輸送統計調査票（旅客自家用ー乗合）大調査ー第６号様式 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車で輸送の用に供せられ，一般道路を使用し
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ている自動車 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，６００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 

（把握時）３日間 （系統）国土交通省→地方運輸局・運輸監理部・運輸支局→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）２月、６月、１０月 （実施期日）３日間 

【調査事項】 １．事業の種類，２．自動車の主な用途，３．走行距離，４．燃料消費量，５．休車日数，６．

走行状況（月日，走行区間，走行距離，走行目的，乗車人員，走行回数，高速道路利用の有無），

７．スクールバスの走行状況（運行区間，走行距離，高速道路利用の有無，月日，延乗車人員，運

行回数，一人平均乗車キロ）， 

※ 

【調査票名】 １３－自動車輸送統計調査票（旅客自家用ー乗合）小調査ー第６号様式の２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車で輸送の用に供せられ，一般道路を使用し

ている自動車 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，６００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 

（把握時）３日間 （系統）国土交通省→地方運輸局・運輸管理部・運輸支局→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）２月，６月，１０月以外 （実施期日）３日間 

【調査事項】 １．事業の種類，２走行距離，３．休車日数，４．走行状況（月日，走行回数，延乗車人員）， 

※ 

【調査票名】 １４－自動車輸送統計調査票（旅客自家用ー乗用）大調査ー第７号様式 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車及び軽自動車で輸送の用に供せられ，一般

道路を使用している自動車 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，２００ １，４００ （配布）調査員 （取集）調査員 

（記入）自計 （把握時）３日間 （系統）国土交通省→地方運輸局・運輸管理部・運輸支局→調

査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）２月，６月，１０月 （実施期日）３日間 

【調査事項】 １．事業の種類，２．走行距離，３．燃料消費量，４．休車日数，５．走行状況（月日，走行区

間，走行距離，走行目的，乗車人員，走行回数，高速道路利用の有無）， 
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※ 

【調査票名】 １５－自動車輸送統計調査票（旅客自家用－乗用）小調査ー第７号様式の２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車及び軽自動車で輸送の用に供せられ，一般

道路を使用している自動車 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，２００ １，４００ （配布）調査員 （取集）調査員 

（記入）自計 （把握時）３日間 （系統）国土交通省→地方運輸局・運輸監理部・運輸支局→調

査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）２月，６月，１０月以外 （実施期日）３日間 

【調査事項】 １．事業の種類、２．走行距離，３．休車日数，５．走行状況（月日，走行回数，延乗車人員

等）， 
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３ 承 認 統 計 調 査 の 承 認 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
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承認統計調査の承認 

【調査名】 平成２０年雇用動向調査 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部雇用統計課 

【目 的】 主要産業の事業所における入職者，離職者等についての属性及び事業所における未充足求人状況等に

ついて調査し，労働力の移動や未充足求人状況等の実態を明らかにすることを目的とする。 

【沿 革】 昭和３９年以降，年度内２回（上半期（７月），下半期（１月））調査実施している。 

【調査の構成】 １－事業所票 様式１号，２－事業所票 様式２号，３－入職者票 様式３号，４－離職者票 

様式４号 

【集計・公表】 （集計）中央集計（統計センター委託・機械集計） （公表）調査実施後１年以内に結果概況を

公表し，その後報告書を作成する。 （表章）全国 

【経 費】 ９０，３２６千円 

※ 

【調査票名】 １－事業所票 様式１号 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月１日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３１０ 調査票承認番号（旧）２６９１９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）鉱業，建設業，製造業，電気・ガス・熱供給・水道

業，情報通信業，運輸業，卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，飲食店，宿泊業，医療，福

祉，教育，学習支援業，複合サービス業及びサービス業（他に分類されないもの）（ただし，その

他の生活関連サービス業のうち家事サービス業及び外国公務を除く）に属する常雇規模５人以上の

事業所 （抽出枠）平成１６年事業所・企業統計調査の事業所（３０人以上規模），毎月勤労統計

調査調査区内事業所（５～２９人規模） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／母１，８００，０００ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２０年１月から６月 （系統）厚生労働省大臣官房統

計情報部→都道府県労働局→公共職業安定所→統計調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年７月１日～３１日 
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【調査事項】 １．事業所の名称及び所在地，２．主な生産品の名称又は事業の内容，３．企業全体の常用労働

者数，４．常用労働者の異動状況，５．性，年齢階級別常用労働者数，６．職業別常用労働者数及

び未充足求人数 

※ 

【調査票名】 ２－事業所票 様式２号 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月１日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年６月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３１１ 調査票承認番号（旧）２６９２０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）鉱業，建設業，製造業，電気・ガス・熱供給・水道

業，情報通信業，運輸業，卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，飲食店，宿泊業，福祉，教

育，学習支援業，複合サービス業及びサービス業（他に分類されないもの）（ただし，その他の生

活関連サービス業のうち家事サービス業及び外国公務を除く）に属する常雇規模５人以上の事業所 

（抽出枠）平成１６年事業所・企業統計調査の事業所（３０人以上規模），毎月勤労統計調査調査

区内事業所（５～２９人） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／母１，８００，０００ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２０年７月から１２月 （系統）厚生労働省大臣官房

統計情報部→都道府県労働局→公共職業安定所→統計調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２１年１月１６日～０２月１５日 

【調査事項】 １．事業所の名称及び所在地，２．主な生産品の名称又は事業の内容，３．企業全体の常用労働

者数，４．常用労働者の異動状況 

※ 

【調査票名】 ３－入職者票 様式３号 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月１日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年６月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３１２ 調査票承認番号（旧）２６９２１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）鉱業，建設業，製造業，電気・ガス・熱供給・水道業，
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情報通信業，運輸業，卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，飲食店，宿泊業，医療，福祉，教

育，学習支援業，複合サービス業及びサービス業（他に分類されないもの）（ただし，その他の生

活関連サービス業のうち家事サービス業及び外国公務を除く）に属する常雇規模５人以上の事業所 

（抽出枠）平成１６年事業所・企業統計調査の事業所（３０人以上規模），毎月勤労統計調査調査

区内事業所（５～２９人規模） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９５，０００／母６９９００００ ５５０００／６９９０００

０ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２０年１月から６月及び７

月から１２月 （系統）厚生労働省大臣官房統計情報部→都道府県労働局→公共職業安定所→統計

調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）半年 （実施期日）及び平成２１年１月１６日～２月１５日 

【調査事項】 １．属性に関する事項（性，年齢，学歴及び卒業した年），２．入職に関する事項（入職前の活

動におけるインターネットの利用の有無，入職経路，就業形態，職業，前職の有無，入職前の勤め

先の所在地又は入職前の居住地及び在籍の有無），３．前職に関する事項（産業，職業，従業上の

地位，離職期間，企業規模，前の勤め先を辞めた理由，現在の勤め先を選んだ理由及び転職による

賃金変動状況） 

※ 

【調査票名】 ４－離職者票 様式４号 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月１日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年６月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３１３ 調査票承認番号（旧）２６９２２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）鉱業，建設業，製造業，電気・ガス・熱供給・水道

業，情報通信業，卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，飲食店，宿泊業，医療，福祉，教育，

学習支援業，複合サービス業及びサービス業（他に分類されないもの）（ただし，その他の生活関

連サービス業のうち家事サービス業及び外国公務を除く）に属する常雇規模５人以上の事業所 

（抽出枠）平成１６年事業所・企業統計調査の事業所（３０人以上規模），毎月勤労統計調査調査

区内事業所（５～２９人規模） 
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【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／母１，８００，０００ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２０年１月から６月及び７月から１２月 （系統）厚

生労働省大臣官房統計情報部→都道府県労働局→公共職業安定所→統計調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）半年 （実施期日）及び平成２１年１月１６日～２月１５日 

【調査事項】 １．属性に関する事項（性，年齢，学歴及び卒業した年），２．離職直前の雇用状況に関する事

項（就業形態，職業，勤続期間及び離職理由） 
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【調査名】 海外事業活動基本調査 

【実施機関】 経済産業省経済産業政策局調査統計部企業統計室 

【目 的】 我が国企業の海外事業活動の現状と海外事業活動が現地及び日本に与える影響を把握することによ

り，今後の産業政策及び通商政策の運営に資するための資料を得る。 

【沿 革】 我が国企業の海外活動の現状と海外事業活動が現地及び我が国に与える影響については，これまで，

１．昭和４６年度に開始された「海外事業活動動向調査」（以下「動向調査」という。）（３年に２

回），２．海外事業活動の進展により詳細な活動実態の把握が求められるようになったことを踏まえて

昭和５６年度に開始された動向調査の詳細調査である「海外事業活動基本調査」（以下「基本調査」と

いう。）（３年周期）のローテーションにより把握されてきた。 

 統計調査の名称については，これまで動向調査と基本調査に区分していたが，平成１０年調査から

「海外事業活動基本調査」として調査名を一本化している。 

【調査の構成】 １－本社企業調査票，２－現地法人調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「海外事業活動基本調査」（確報）５月 

（表章）全国 

【経 費】 ２７，１７６千円 

※ 

【調査票名】 １－本社企業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月１日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３１４ 調査票承認番号（旧）２６８４３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）海外に現地法人を有する我が国企業のうち，金融・保険

及び不動産を除く企業 （抽出枠）海外事業活動基本調査名簿等 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４，６００／母４，６００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）毎年３月３１日現在 （系統）経済産業省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年８月３１日 

【調査事項】 １．企業の概要，２．企業の操業状況等（１）調査対象海外現地法人の有無，（２）本社企業の
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操業状況，３．雇用の状況，４．損益計算書項目，５．海外からの受取収益，６．ＦＴＡ（自由貿

易協定），ＥＰＡ（経済連携協定）に期待するもの及び受けた影響，７．新規投資，または追加投

資の有無，８．投資決定のポイントについて，９．今後の海外戦略について， 

※ 

【調査票名】 ２－現地法人調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月１日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３１５ 調査票承認番号（旧）２６８４４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）海外に現地法人を有する我が国企業のうち，金融・保険

及び不動産を除く企業 （抽出枠）海外事業活動基本調査名簿等 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４，６００／母４，６００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）毎年３月３１日現在 （系統）経済産業省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年８月３１日 

【調査事項】 １．現地法人の概要，２．出資状況，３．操業状況，４．解散，撤退，出資比率の低下の状況，

５．雇用の状況，６．事業活動の状況，７．費用，収益・利益処分，研究開発の状況，８．設備投

資の状況，９．海外での経営判断及び資金調達について， 
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【調査名】 船員労働統計母集団調査 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報管理部 

【目 的】 船員労働統計調査（指定統計第９０号）の標本設計を見直し，統計精度の一層の向上を図ることを目

的とする 

【調査の構成】 １－船員労働統計母集団調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）公表しない 

【経 費】 ５，２４０千円 

※ 

【調査票名】 １－船員労働統計母集団調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月１２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１１月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３１６ 調査票承認番号（旧）２２５７５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）船舶所有者 （属性）総トン数２０トン以上の一般船舶（漁船，引船，

はしけ，官公署船及び特殊な構造をした船舶（起重機船，作業船等）を除く。）に乗り組む船員を

雇用する船舶所有者のうち，船員労働統計調査（指定統計第９０号を作成するための調査（平成２

０年６月分調査における指定船舶を除く））の調査対象船舶所有者を除いた者 （抽出枠）船員労

働統計母集団名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，６００／母２，６００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）国土交通省→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年７月３１日 

【調査事項】 １．フェイスシート事項，２．船名及び船舶番号，３．総トン数，４．航行区域（遠洋，近海，

沿海，平水），５．就航形態（内航，外航），６．用途（旅客船，貨物船，ＲＯＲＯ船，専用船，

油送船，自動車航送船等），７．船員数（当該船舶に乗り組んでいる船長，職員及び部員数），

８．報酬（平成２０年６月に支払われた報酬）， 
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【調査名】 知的財産活動調査 

【実施機関】 特許庁総務部 

【目 的】 我が国企業等の知的財産活動の実態を把握するとともに，特許出願の国際的な審査体制の整備や我が

国の知的財産政策の企画立案のための基礎資料を得る。 

【沿 革】 平成１６年調査より，調査客体及び調査周期の見直しを行い，毎年調査を行う対象を特許等の出願実

績が５件以上の者とし，一方，１～４件の者については，記入者負担軽減の観点から３年に一度とし

た。 

【調査の構成】 １－知的財産活動調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）ホームページ（平成２１年５月），「調査

結果報告書」（平成２１年３月） （表章）全国 

【経 費】 ３１，７７０千円 

※ 

【調査票名】 １－知的財産活動調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月１５日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３１７ 調査票承認番号（旧）２６９３２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）法人，個人，公的機関 （属性）調査実施の前々年（２００６年）にお

ける出願実績（５件以上）があった法人，個人，公的機関。 （抽出枠）出願人別出願件数表（２

００６年） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７，６０８／母７，６０８ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成１９年度（産業財産権制度の利用状況については歴年） （系統）特許庁総

務部企画調査課→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）９月３０日 

【調査事項】 １．概要，２．知的財産部門の活動状況，３．産業財産権制度の利用状況，４．産業財産権の実

施状況， 
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【調査名】 港湾運送事業雇用実態調査 

【実施機関】 厚生労働省職業安定局建設・港湾対策室 

【目 的】 港湾労働法（昭和６３年法律第４０号）第２条第２号の規定に基づく一般港湾運送事業，港湾荷役事

業，はしけ運送事業及びいかだ運送事業並びに港湾運送関連事業を行う事業所について，当該事業に従

事する労働者の雇用の実態を調査し，今後の港湾労働対策を推進するための基礎資料を得ることを目的

とする。 

【調査の構成】 １－平成２０年港湾運送事業雇用実態調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（調査実施後１年以内） （表

章）港湾別 

【経 費】 ２，５９３千円 

※ 

【調査票名】 １－平成２０年港湾運送事業雇用実態調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２１日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年９月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３１８ 調査票承認番号（旧）２３４１１ 

【調査対象】 （地域）６大港（東京港，横浜港，名古屋港，大阪港，神戸港及び関門港） （単位）事業所 

（属性）対象港湾において，港湾労働法第２条第２号の規定に基づく港湾運送事業及び港湾運送関

連事業を行うすべての事業所 （抽出枠）公共職業安定所で把握している事業所台帳 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，０００／母１，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記

入）他計 （把握時）平成２０年６月３０日現在 （系統）厚生労働省職業安定局→都府県労働局

→公共職業安定所→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年７月１日～０７月３１日 

【調査事項】 １．事業所の属性に関する事項，２．港湾運送事業量に関する事項，３．常用労働者の労働条件

に関する事項，４．港湾派遣労働者及び日雇労働者の利用に関する事項，５．荷役の波動性に関す

る事項，６．教育訓練の実施に関する事項， 
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【調査名】 特定サービス産業動態統計調査 

【実施機関】 経済産業省経済産業政策局調査統計部 

【目 的】 特定サービス産業の売上高，契約高等の経営動向を把握し，景気動向の判断材料に資するとともに，

産業振興政策，中小企業政策の推進及びサービス産業の健全な育成のための基礎資料を得る 

【沿 革】 この調査は，毎月調査として昭和６２年１２月から実施されている。当初は，物品賃貸業，情報サー

ビス業，広告業の３業種について，平成５年１０月からは，クレジットカード業及びエンジニアリング

業の２業種を追加し，５業種で調査を実施してきた。 

 平成１２年１月からは，新規業種として，１．葬儀業，２．結婚式場業，３．映画館，４．劇場・興

行場，興行団，５．ゴルフ場，６．ゴルフ練習場，７．ボウリング場，８．遊園地・テーマパーク，

９．パチンコホール，１０．外国語会話教室，１１．カルチャーセンター，１２．フィットネスクラブ

の１２業種を加えて，合計１７業種について調査を実施するとともに，新世代統計システムへの対応を

行い，インターネットを活用したオンラインでの申告が開始されている。 

【調査の構成】 １－物品賃貸（リース）業調査票，２－物品賃貸（レンタル）業調査票，３－情報サービス業調

査票，４－広告業調査票，５－クレジットカード業調査票，６－エンジニアリング業調査票，７－

映画館調査票，８－劇場・興行場，興行団調査票，９－ゴルフ場調査票，１０－ゴルフ練習場調査

票，１１－ボウリング場調査票，１２－遊園地・テーマパーク調査票，１３－パチンコホール調査

票，１４－葬儀業調査票，１５－結婚式場業調査票，１６－外国語会話教室調査票，１７－カルチ

ャーセンター調査票，１８－フィットネスクラブ調査票，１９－学習塾調査票，２０－映像情報製

作・配給業調査票，２１－インターネット付随サービス業調査票，２２－音楽ソフト制作業調査

票，２３－新聞業調査票，２４－出版業調査票，２５－ポストプロダクション業調査票，２６－デ

ザイン業調査票，２７－機械設計業調査票，２８－機械等修理業調査票，２９－自動車賃貸業調査

票，３０－環境計量証明業調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「特定サービス産業動態統計速報」（翌々月上旬）

「特定サービス産業動態統計月報」（翌々月中旬） （表章）全国 

【経 費】 ６０，１１９千円 

※ 
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【調査票名】 １－物品賃貸（リース）業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３１９ 調査票承認番号（旧）２７１２３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）各種物品賃貸業，産業用機械器具賃貸業，事務用機械器

具賃貸業（日本標準産業分類小分類７０１，７０２，７０３）に属するリース業務を営む企業 

（抽出枠）平成１７年特定サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４２／母５６１ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オ

ンライン （記入）自計 （把握時）調査翌月２０日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日現在 

【調査事項】 １．事業所数，２．月末常用従業者数等，３．リース月間契約高及びリース物件月間購入高，

４．フェイス事項， 

※ 

【調査票名】 ２－物品賃貸（レンタル）業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３２０ 調査票承認番号（旧）２７１２４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）各種物品賃貸業，産業用機械器具賃貸業，事務用機械器

具賃貸業（日本標準産業分類小分類７０１，７０２，７０３）及び音楽・映像記録物賃貸業（日本

標準産業分類細分類７０９２）のレンタル業務を営む企業 （抽出枠）平成１７年特定サービス産

業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２２５／母２，７７０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査翌月２０日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日現在 

【調査事項】 １．事業所数，２．月末常用従業者数等，３．月間売上高等，４．フェイス事項， 

※ 
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【調査票名】 ３－情報サービス業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３２１ 調査票承認番号（旧）２７１２５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）情報サービス業（日本標準産業分類小分類３９１，３９

２）に属する業務を営む企業 （抽出枠）平成１７年特定サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２３２／母５，０５０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査翌月２０日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日現在 

【調査事項】 １．事業所数，２．月末常用従業者数等，３．月間売上高等，４．フェイス事項， 

※ 

【調査票名】 ４－広告業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３２２ 調査票承認番号（旧）２７１２６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）広告業（日本標準産業分類小分類７３１）に属する業務

を営む企業 （抽出枠）平成１５年特定サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１０７／母３，１８０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査翌月２０日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日現在 

【調査事項】 １．事業所数，２．月末常用従業者数等，３．月間売上高等，４．フェイス事項， 

※ 

【調査票名】 ５－クレジットカード業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３２３ 調査票承認番号（旧）２７１２７ 
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【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）クレジットカード業（日本標準産業分類細分類６４３

１）に属する業務を営む企業 （抽出枠）平成１７年特定サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７５／母３５８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オ

ンライン （記入）自計 （把握時）調査翌月２０日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日現在 

【調査事項】 １．事業所数，２．月末常用従業者数，３．月間売上高等，４．フェイス事項， 

※ 

【調査票名】 ６－エンジニアリング業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３２４ 調査票承認番号（旧）２７１２８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）他に分類されない専門サービス業（日本標準産業分類細

分類７４９９）に属するエンジニアリング業務を営む企業 （抽出枠）平成１５年特定サービス産

業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）９１／母２９４ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オ

ンライン （記入）自計 （把握時）調査翌月２０日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日現在 

【調査事項】 １．事業所数，２．月末常用従業者数等，３．エンジニアリング業務の月間受注高等，４．月間

売上高，５．フェイス事項， 

※ 

【調査票名】 ７－映画館調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３２５ 調査票承認番号（旧）２７１２９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）映画館（日本標準産業分類小分類８０１）に属する業

務を営む事業所 （抽出枠）平成１６年特定サービス産業実態調査及び業界団体資料 
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【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２４８／母７１６ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・

オンライン （記入）自計 （把握時）調査翌月２０日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日現在 

【調査事項】 １．月末常用従業者数等，２．上映種類別入場者数，３．月間売上高等，４．スクリーン数及び

座席数，５．フェイス事項， 

※ 

【調査票名】 ８－劇場・興行場，興行団調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３２６ 調査票承認番号（旧）２７１３０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）興行場，興行団（日本標準産業分類小分類８０２）に

属する業務を営む事業所 （抽出枠）平成１６年特定サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）８５／母６９８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オ

ンライン （記入）自計 （把握時）調査翌月２０日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日現在 

【調査事項】 １．月末常用従業者数等，２．入場者数，３．月間売上高等，４．フェイス事項， 

※ 

【調査票名】 ９－ゴルフ場調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３２７ 調査票承認番号（旧）２７１３１ 

【調査対象】 （地域）都道府県のうち北海道，宮城県，東京都，愛知県，大阪府，広島県，香川県，福岡県の

８都道府県 （単位）事業所 （属性）ゴルフ場（日本標準産業分類細分類８０４３）に属する業

務を営む事業所 （抽出枠）平成１６年特定サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２２０／母２，０２６ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査翌月２０日 （系統）経済産業省→報告者 
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【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日現在 

【調査事項】 １．月末常用従業者数等，２．利用者数，３．月間売上高等，４．月間営業日数，５．営業ホー

ル数，６．フェイス事項， 

※ 

【調査票名】 １０－ゴルフ練習場調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３２８ 調査票承認番号（旧）２７１３２ 

【調査対象】 （地域）都道府県のうち北海道，宮城県，東京都，愛知県，大阪府，広島県，香川県，福岡県の

８都道府県 （単位）事業所 （属性）ゴルフ練習場（日本標準産業分類細分類８０４４）に属す

る業務を営む事業所 （抽出枠）平成１６年特定サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２３５／母２，７０７ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査翌月２０日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日現在 

【調査事項】 １．月末常用従業者数等，２．利用者数，３．月間売上高等，４．打席数，５．フェイス事項， 

※ 

【調査票名】 １１－ボウリング場調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３２９ 調査票承認番号（旧）２７１３３ 

【調査対象】 （地域）都道府県のうち北海道，宮城県，東京都，愛知県，大阪府，広島県，香川県，福岡県の

８都道府県 （単位）事業所 （属性）ボウリング場（日本標準産業分類細分類８０４５）に属す

る業務を営む事業所 （抽出枠）平成１６年特定サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１２４／母９４８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・

オンライン （記入）自計 （把握時）調査翌月２０日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日現在 
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【調査事項】 １．月末常用従業者数等，２．利用者数及びゲーム数，３．月間売上高等，４．フェイス事項， 

※ 

【調査票名】 １２－遊園地・テーマパーク調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３３０ 調査票承認番号（旧）２７１３４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）遊園地，テーマパーク（日本標準産業分類細分類８０

５２，８０５３）に属する業務を営む事業所 （抽出枠）平成１６年特定サービス産業実態調査及

び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３３／母１６７ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オ

ンライン （記入）自計 （把握時）調査翌月２０日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日現在 

【調査事項】 １．月末常用従業者数等，２．入場者数，３．月間売上高等，４．フェイス事項， 

※ 

【調査票名】 １３－パチンコホール調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３３１ 調査票承認番号（旧）２７１３５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）パチンコホール（日本標準産業分類細分類８０６４）に

属する業務を営む企業 （抽出枠）業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７８／母１，３８７ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査翌月２０日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日現在 

【調査事項】 １．月末常用従業者数等，２．月間売上高，３．設置台数，４．フェイス事項， 

※ 

【調査票名】 １４－葬儀業調査票 
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【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３３２ 調査票承認番号（旧）２７１３６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）葬儀業（日本標準産業分類細分類７９６１）に属する業

務を営む企業 （抽出枠）平成１７年特定サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１２０／母３，７６０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査翌月２０日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日現在 

【調査事項】 １．月末常用従業者数等，２．取扱件数，３．月間売上高，４．事業所数，５．フェイス事項， 

※ 

【調査票名】 １５－結婚式場業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３３３ 調査票承認番号（旧）２７１３７ 

【調査対象】 （地域）都道府県のうち北海道，宮城県，東京都，愛知県，大阪府，広島県，香川県，福岡県の

８都道府県 （単位）事業所 （属性）結婚式場業（日本標準産業分類細分類７９６２）に属する

業務を営む事業所 （抽出枠）平成１７年特定サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２０４／母２，８２２ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査翌月２０日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日現在 

【調査事項】 １．従業者数，２．取扱件数，３．月間売上高等，４．月間操業日数，５．フェイス事項， 

※ 

【調査票名】 １６－外国語会話教室調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３３４ 調査票承認番号（旧）２７１３８ 
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【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）外国語会話教授業（日本標準産業分類細分類８２４５）

に属する業務を営む企業 （抽出枠）平成１７年特定サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１２／母１，１４４ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査翌月２０日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日現在 

【調査事項】 １．月末常用従業者数等，２．月間売上高，３．受講生数及び新規入学生数，４．開設数，５．

事業所数，６．フェイス事項， 

※ 

【調査票名】 １７－カルチャーセンター調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３３５ 調査票承認番号（旧）２７１３９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）その他の教養・技能教授業（日本標準産業分類細分類

８２４９）に属するカルチャーセンター業務を営む事業所 （抽出枠）平成１７年特定サービス産

業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１６３／母６９８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・

オンライン （記入）自計 （把握時）調査翌月２０日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日現在 

【調査事項】 １．月末常用従業者数等，２．月間売上高，３．受講生数及び新規受講生数，４．口座数，５．

フェイス事項， 

※ 

【調査票名】 １８－フィットネスクラブ調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３３６ 調査票承認番号（旧）２７１４０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）フィットネスクラブ（日本標準産業分類細分類８０４
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８）に属する業務を営む企業 （抽出枠）平成１７年特定サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７５／母７７２ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オ

ンライン （記入）自計 （把握時）調査翌月２０日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日現在 

【調査事項】 １．月末常用従業者数等，２．利用者数，３．月間売上高，４．会員数，５．事業所数，６．フ

ェイス事項， 

※ 

【調査票名】 １９－学習塾調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３３７ 調査票承認番号（旧）２７１４１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）学習塾（日本標準産業分類小分類８２３）に属する業務

を営む企業 （抽出枠）業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１９５／母１，１６５ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査翌月２０日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日現在 

【調査事項】 １．月末常用従業者数等，２．月間売上高，３．受講生数，４事業所数，５．フェイス事項， 

※ 

【調査票名】 ２０－インターネット付随サービス業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２３日 

【調査票承認期間終了日】 昭和２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３３９ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）インターネット付随サービス業（日本標準産業分類小分

類４０１）の業務を営む企業 （抽出枠）事業所・企業統計調査（１８年確報）のうち，単独事業

所及び本社事業所従業者数約６４％をカバーするまでの従業者数上位の企業 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１４０／母２，４９３ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）
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自計 （把握時）調査翌月２０日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日現在 

【調査事項】 １．事業所数，２．月末常用従業者数等，３．月間売上高等，４．フェイス事項， 

※ 

【調査票名】 ２１－映像情報製作・配給業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２３日 

【調査票承認期間終了日】 昭和２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３３８ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）映像情報製作・配給業（日本標準産業分類小分類４１

１）業務を営む企業 （抽出枠）業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２２３／母２２３ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）調査翌月２０日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日現在 

【調査事項】 １．事業所数，２．月末常用従業者数等，３．月間売上高等，４．フェイス事項， 

※ 

【調査票名】 ２２－音楽ソフト制作業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３４０ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）レコード製作業（日本標準産業分類細分類４１２１）の

業務を営む企業 （抽出枠）業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２９／母２８０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）調査翌月２０日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日現在 

【調査事項】 １．事業所数，２．月末常用従業者数等，３．月間売上高等，４．フェイス事項， 

※ 
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【調査票名】 ２３－新聞業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３４１ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）新聞業（日本標準産業分類小分類４１３）の業務を営む

企業 （抽出枠）業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）９９／母９９ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）調査翌月２０日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日現在 

【調査事項】 １．事業所数，２．月末常用従業者数等，３．月間売上高，４．フェイス事項， 

※ 

【調査票名】 ２４－出版業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３４２ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）出版業（日本標準産業分類小分類４１４）の業務を営む

企業 （抽出枠）業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４６／母５６０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）調査翌月２０日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日現在 

【調査事項】 １．事業所数，２．月末常用従業者数等，３．月間売上高等，４．フェイス事項， 

※ 

【調査票名】 ２５－ポストプロダクション業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３４３ 調査票承認番号（旧） 
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【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）その他の映像・音声・文字情報製作に附帯するサービス

業（日本標準産業分類小分類４１６）のポストプロダクション業務を営む企業 （抽出枠）業界団

体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１０３／母１０３ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）調査翌月２０日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日現在 

【調査事項】 １．事業所数，２．月末常用従業者数等，３．月間売上高，４．フェイス事項， 

※ 

【調査票名】 ２６－デザイン業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３４４ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）デザイン業（日本標準産業分類小分類７２６）の業務を

営む企業 （抽出枠）事業所・企業統計調査（１８年確報）のうち，単独事業所及び本社事業所従

業者数約４３％をカバーするまでの従業者数上位の企業 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３０２／母９，９０２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査翌月２０日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日現在 

【調査事項】 １．事業所数，２．月末常用従業者数等，３．月間売上高，４．フェイス事項， 

※ 

【調査票名】 ２７－機械設計業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３４６ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）機械設計業（日本標準産業分類小分類７４３）の業務を

営む企業 （抽出枠）業界団体資料 
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【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３３／母１３０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）調査翌月２０日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日現在 

【調査事項】 １．事業所数，２．月末常用従業者数等，３．月間売上高等，４．フェイス事項， 

※ 

【調査票名】 ２８－機械等修理業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３４６ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）機械修理業，電気機械器具修理業（日本標準産業分類小

分類９０１，９０２）の業務を営む企業 （抽出枠）事業所・企業統計調査（１８年確報）のう

ち，単独事業所及び本社事業所従業者約５２％をカバーするまでの従業者数上位の企業 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４１６／母１３，４７９ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査翌月２０日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日現在 

【調査事項】 １．事業所数，２．月末常用従業者数等，３．月間売上高等，４．フェイス事項， 

※ 

【調査票名】 ２９－自動車賃貸業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３４７ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）自動車賃貸業（日本標準産業分類小分類７０４）のレン

タル，リース業務を営む企業 （抽出枠）業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２４２／母５０４ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）調査翌月２０日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日現在 
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【調査事項】 １．事業所数，２．月末常用従業者数等，３．月間売上高，４．レンタル業務の月間契約台数，

月間売上高，５．リース業務の月間契約台数，月間契約高，６．フェイス事項， 

※ 

【調査票名】 ３０－環境計量証明業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３４８ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）環境計量証明業（日本標準産業分類細分類７４５２）の

業務を営む企業 （抽出枠）業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１３３／母５５６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）調査翌月２０日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日現在 

【調査事項】 １．事業所数，２．月末常用従業者数等，３．月間売上高，４．フェイス事項， 
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【調査名】 民間非営利団体実態調査 

【実施機関】 内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部国民支出課 

【目 的】 民間非営利団体の収入，経費及び投資額を調査し，その経済活動を明らかにするとともに国民経済計

算推計のための基礎資料を得る。 

【沿 革】 本調査は，昭和３８年度に「民間非営利団体等消費・投資調査」として開始された。昭和４９年度に

娯楽業も調査対象とする「民間非営利団体・娯楽業等実態調査」に変更されたが，昭和５１年度から，

現在と同じ調査対象に変更された。 

【調査の構成】 １－民間非営利団体実態調査調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）民間非営利団体実態調査の概要（統計表を

含む）（１月下旬公表） 民間非営利団体実態調査報告（２月中旬刊行） （表章）全国 

【経 費】 ９，５０４千円 

※ 

【調査票名】 １－民間非営利団体実態調査調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１０月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３４９ 調査票承認番号（旧）２６４８０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）「日本標準産業分類（第１２回改訂）による大分類，

「Ｏ教育，学習支援業」「Ｐ医療，福祉」「Ｑ複合サービス事業」「Ｒサービス業（他に分類され

ないもの）」のうち民間非営利団体 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／母１９８，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）内閣府経済社会総合研究所→民間調査機関→報告

者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）７月１８日 

【調査事項】 １．事業所の概要（１）経営組織，（２）本所・支所の別，（３）従業者数，（４）事業活動の

範囲，（５）本所・支所全体に占める従業者数・収入額の割合，（６）非営利事業のうち，収入額

の一番多い活動内容，２．収入（非営利事業の会計分のみ）（１）会費等の移転的収入，（２）事
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業収入，（３）利子収入，（４）配当収入，（５）地代，（６）家賃，（７）賃貸料，（８）その

他の収入，（９）１～８の計，３．経費（非営利事業の会計分のみ），（１）仕入代，（２）消耗

品費，（３）光熱水費，（４）印刷製本費，（５）移転的支出の内訳，（６）損害保険料，（７）

人件費，（８）地代，（９）家賃，（１０）賃借料，（１１）減価償却費，（１２）租税・公課，

（１３）支払利息，（１４）その他の事業経費，（１５）１～１４の計，４．介護保険事業につい

て（１）介護保険事業実施の有無，（２）介護保険事業を行っている場合，非営利活動事業全体の

収入に占める割合，（３）介護保険事業のうち，最も収入額の多い事業，５．投資（非営利・営利

会計の両方）（１）非営利会計投資支出額（住宅，非住宅，構築物等，設備，在庫増減の区分

別）），（２）営利会計投資支出額（住宅，非住宅，構築物等，設備，在庫増減の区分別），３．

投資額に占める非営利会計分の割合（非営利・営利会計が分離できない場合に記入）） 
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【調査名】 中小企業実態基本調査 

【実施機関】 中小企業庁事業環境部企画課調査室 

【目 的】 中小企業基本法の規定に基づき，定期的に中小企業の実態を明らかにし，中小企業施策を効率的に実

施するために必要な基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－中小企業実態基本調査（調査票甲法人企業用），２－中小企業実態基本調査（調査票甲個人

事業者用），３－中小企業実態基本調査（調査票乙） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「速報」（平成２１年３月），「調査結果

報告書（確報）」（平成２１年６月） （表章）全国 

【経 費】 ２９８，６８０千円 

※ 

【調査票名】 １－中小企業実態基本調査（調査票甲法人企業用） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３５０ 調査票承認番号（旧）２６９９１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類の大分類の建設業，製造業，情報通信

業，運輸業（道路旅客運送業，道路貨物運送業，水運業，倉庫業），卸売・小売業，不動産業，飲

食店・宿泊業，サービス業（他に分類されないもの）のうち洗濯・理容・美容・浴場業，その他の

生活関連サービス業，娯楽業，廃棄物処理業，自動車整備業，機械等修理業（別掲を除く），物品

賃貸業，広告業，その他の事業サービス業 （抽出枠）事業所・企業データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３２，７８５／母１，３２４，０５８ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成１９年度決算期間 （系統）中小企業庁→民間調査機関

→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年９月１日 

【調査事項】 １．フェイス事項，２．企業の概要（設立年，会社形態，株式の譲渡制限の定めの有無（株式会

社のみ），従業者数，出向従業者数，海内展開について等），３，平成１９年度決算について（売

上高及び営業費用について，負債及び純資産について，設備投資について等），４．商品（製品）
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の仕入れについて，５．工事の受注について，６．受託の状況，７．委託の状況，８．取引金融機

関（メインバンクについて），９．チェーン組織への加盟の状況，１０．電子商取引（ｅ－コマー

ス）の実施状況， 

※ 

【調査票名】 ２－中小企業実態基本調査（調査票甲個人事業者用） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２７日 

【調査票承認期間終了日】 昭和２１年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３５１ 調査票承認番号（旧）２６９９１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人事業者 （属性）日本標準産業分類の大分類の建設業，製造業，情

報通信業，運輸業（道路旅客運送業，道路貨物運送業，水運業，倉庫業），卸売・小売業，不動産

業，飲食店・宿泊業，サービス業（他に分類されないもの）のうち洗濯・理容・美容・浴場業，そ

の他の生活関連サービス業，娯楽業，廃棄物処理業，自動車整備業，機械等修理業（別掲を除

く），物品賃貸業，広告業，その他の事業サービス業 （抽出枠）事業所・企業データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２０，７７７／母２，２４５，６１９ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成１９年度決算期間 （系統）中小企業庁→民間調査機関

→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年９月１日 

【調査事項】 １・フェイス事項，２．企業の概要（設立年，従業者数等，海外展開について），３．平成１９

年度決算について（売上金額及び経費等，設備投資（「有形固定資産」及び「無形固定資産」の取

得について），リースの利用について，新製品または新技術の研究開発について，特許権・実用新

案権・意匠権の有無，売上金額の内訳について等，４．商品（製品）の仕入れについて，５．工事

の受注について，６．受託の状況，７．委託の状況，８．取引金融機関（メインバンク）につい

て，９．チェーン組織への加盟状況，１０．電子取引（ｅ－コマース）の実施状況， 

※ 

【調査票名】 ３－中小企業実態基本調査（調査票乙） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２７日 
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【調査票承認期間終了日】 平成２１年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３５２ 調査票承認番号（旧）２６９９２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類の大分類の建設業，製造業，情報通信

業，運輸業（道路旅客運送業，道路貨物運送業，水運業，倉庫業），卸売・小売業，不動産業，飲

食店・宿泊業，サービス業（他に分類されないもの）のうち洗濯・理容・美容・浴場業，その他の

生活関連サービス業，娯楽業，廃棄物処理業，自動車整備業，機械等修理業（別掲を除く），物品

賃貸業，広告業，その他の事業サービス業 （抽出枠）事業所・企業データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６０，１７０／母１，３２４，０５８ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成１９年度決算期間 （系統）中小企業庁→民間調査機関

→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年９月１日 

【調査事項】 １．フェイス事項，２．企業の概要（設立年，会社形態，株式の譲渡制限の定めの有無（株式会

社のみ），従業者数，出向従業者数，海内展開について等），３，平成１９年度決算について（売

上高及び営業費用について，負債及び純資産について等，設備投資について，リースについて，新

製品または新技術の研究開発について，特許権・実用新案権・意匠権の有無，売上高の内訳等），

４．商品（製品）の仕入れ先について，５．工事の受注について，６．受託の状況，７．委託の状

況，８．取引金融機関（メインバンクについて），９．チェーン組織への加盟の状況，１０．電子

商取引（ｅ－コマース）の実施状況， 
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【調査名】 第４回中高年者縦断調査 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部社会統計課 

【目 的】 団塊の世代を含む全国の中高年者世代の５０歳から５９歳の男女を追跡して，その健康・就業・社会

活動について．意識面・事実面の変化の過程を継続的に調査し，行動の変化や事象間の関連性等を把握

し，高齢者対策等厚生労働行政施策の企画，実施，評価のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－中高年者の生活に関する継続調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「第４回中高年者縦断調査（中高年者の生活に関する

継続調査）の概況」（平成２１年１２月），「第４回中高年者縦断調査（平成２０年）報告書」 

（表章）全国 

【経 費】 １４６，８２９千円 

※ 

【調査票名】 １－中高年者の生活に関する継続調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３５３ 調査票承認番号（旧）２６９２３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）平成１７年１０月末現在で５０～５９歳であった男女 

（抽出枠）平成１６年国民生活基礎調査の調査地区名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３１，０００／母９６，４００ （配布）併用 （取集）併用 

（記入）自計 （把握時）平成２０年１１月５日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→保健所→

調査員→被調査者，厚生労働省→都道府県→保健所を設置する市・特別区→保健所→調査員→被調

査者（ただし，第１回調査以降に転出した者については，厚生労働省→被調査者） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年１１月５日～１８日 

【調査事項】 １．家族，２．健康，３．就業，４．職歴，５．資格・能力開発等，６．６０歳以降の生活設

計，７．社会活動等，８．住居・家計，９．配偶者 
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【調査名】 第７回２１世紀成年者縦断調査（国民の生活に関する継続調査） 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部社会統計課 

【目 的】 調査対象となった男女の結婚，出産，就業等の実態及び意識の経年変化の状況を継続的に観察するこ

とにより，少子化対策等厚生労働行政施策の企画立案，実施等のための基礎資料を得ることを目的とす

る。 

【調査の構成】 １－２１世紀成年者縦断調査（国民の生活に関する継続調査）女性票，２－２１世紀成年者縦断

調査（国民の生活に関する継続調査）男性票，３－２１世紀成年者縦断調査（国民の生活に関する

継続調査）配偶者票（女性用），４－２１世紀成年者縦断調査（国民の生活に関する継続調査）配

偶者票（男性用） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「第７回２１世紀成年者縦断調査（国民の生活に関す

る継続調査）結果の概況」（平成２２年３月），「第７回２１世紀成年者縦断調査（国民の生活に

関する継続調査）」報告書 （表章）全国 

【経 費】 １０４，５２８千円 

※ 

【調査票名】 １－２１世紀成年者縦断調査（国民の生活に関する継続調査）女性票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３５４ 調査票承認番号（旧）２６９２４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）平成１４年１０月末時点で２０～３４歳だった女性 

（抽出枠）平成１３年国民生活基礎調査の調査地区名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，５００／母６５，０００ （配布）併用 （取集）併用 

（記入）自計 （把握時）平成２０年１１月５日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→保健所→

調査員→被調査者，厚生労働省→都道府県→保健所を設置する市・特別区→保健所→調査員→被調

査者（ただし，第１回以降に転出した者については，厚生労働省→被調査者） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年１１月５日～１８日 

【調査事項】 １．健康状態，２．所得を伴う仕事の有無，３．１年前の仕事と同じか，４．複数の仕事の有
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無，５．就業形態，６．企業規模，雇用保険加入の有無，職業等，７．就業時間・勤務日数，通勤

時間，８．現在の就業意欲，９．この１年間にやめた仕事の就業期間，１０．１年前以降についた

仕事の就業形態，１１．１年前の仕事をやめた理由，１２．職場における仕事と子育て両立支援制

度の有無，同制度の利用の有無，１３．学歴の変化，１４．入学，卒業，中退の年月，１５．配偶

者の有無，１６．配偶者との同別居，１７．この１年間の婚姻関係の変化の有無，１８．配偶者の

出生年月，同居を開始した年月，１９．妊娠の有無，２０．家事・育児時間，２１．結婚意欲，２

２．結婚することに関する周囲の状況，２３．子どもを持つ意欲，２４．希望子ども数，２５．出

産後の就業継続意欲，２６．出産と仕事に関する周囲の状況，２７．子どもを持つことに関する周

囲の状況，２８．同居者の人数，親の生死，同別居，２９．１年間の転居の有無，住居の状況，３

０．子どもの有無，人数，出生年月等，３１．未就学児の保育サービスの利用，３２．未就学児の

日中の世話人，３３．子育て負担感，３４．保育サービスの状況，３５．所得額，児童手当の有

無，３６．支出額，保育料，教育費 

※ 

【調査票名】 ２－２１世紀成年者縦断調査（国民の生活に関する継続調査）男性票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３５５ 調査票承認番号（旧）２６９２５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）平成１４年１０月末時点で２０～３４歳であった男性 

（抽出枠）平成１３年国民生活基礎調査の調査地区名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，７００／母６５，０００ （配布）併用 （取集）併用 

（記入）自計 （把握時）平成２０年１１月５日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→保健所→

調査員→被調査者，厚生労働省→都道府県→保健所を設置する市・特別区→保健所→調査員→被調

査者（ただし，第１回調査以降に転出した者については，厚生労働省→被調査者） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年１１月５日～１８日 

【調査事項】 １．健康状態，２．所得を伴う仕事の有無，３．１年前の仕事と同じか，４．複数の仕事の有

無，５．就業形態，６．企業規模，雇用保険加入の有無，職業等，７．就業時間・勤務日数，通勤
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時間，８．現在の就業意欲，９．この１年間にやめた仕事の就業期間，１０．１年前以降についた

仕事の就業形態，１１．１年前の仕事をやめた理由，１２．職場における仕事と子育て両立支援制

度の有無，同制度の利用の有無，１３．学歴の変化，１４．入学，卒業，中退の年月，１５．配偶

者の有無，１６．配偶者との同別居，１７．この１年間の婚姻関係の変化の有無，１８．配偶者の

出生年月，同居を開始した年月，１９．家事・育児時間，２０．結婚意欲，２１．結婚することに

関する周囲の状況，２２．子どもを持つ意欲，２３．希望子ども数，２４．子どもを持つことに関

する周囲の状況，２５．同居者の人数，親の生死，同別居（「配偶者なし又は配偶者と別居」の者

のみが記入），２６．１年間の転居の有無，住居の状況（「配偶者なし又は配偶者と別居」の者の

みが記入），２７．子どもの有無，人数，出生年月等（「配偶者なし又は配偶者と別居」の者のみ

が記入），２８．未就学児の保育サービスの利用（「配偶者なし又は配偶者と別居」の者のみが記

入），２９．未就学児の日中の世話人（「配偶者なし又は配偶者と別居」の者のみが記入），３

０．子育て負担感，３１．保育サービスの状況（「配偶者なし又は配偶者と別居」の者のみが記

入），３２．所得額，児童手当の有無（「配偶者なし又は配偶者と別居」の者のみが記入），３

３．支出額，保育料，教育費（「配偶者なし又は配偶者と別居」の者のみが記入） 

※ 

【調査票名】 ３－２１世紀成年者縦断調査（国民の生活に関する継続調査）配偶者票（女性用） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３５６ 調査票承認番号（旧）２６９２６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）本調査男性票の対象者の配偶者で，本調査女性票の対象

でない者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，２００ （配布）併用 （取集）併用 （記入）自計 

（把握時）平成２０年１１月５日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→保健所→調査員→被調査

者，厚生労働省→都道府県→保健所を設置する市・特別区→保健所→調査員→被保険者（ただし，

第１回調査以降に転出した者については，厚生労働省→被調査者） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年１１月５日～１８日 
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【調査事項】 １．健康状態，２．所得を伴う仕事の有無，３．就業形態，４．就業時間・勤務日数，通勤時

間，５．職場における仕事と子育て両立支援制度の有無，同制度の利用の有無，６．学歴の変化，

７．妊娠の有無，８．家事・育児時間，９．子どもを持つ意欲，１０．希望子ども数，１１．子ど

もを持つことに関する周囲の状況，１２．同居者の人数，親の生死，同別居，１３．１年間の転居

の有無，住居の状況，１４．子どもの有無，人数，出生年月等，１５．未就学児の保育サービスの

利用，１６．未就学児の日中の世話人，１７．子育て負担感，１８．保育サービスの状況，１９．

所得額，児童手当の有無，２０．支出額，保育料，教育費 

※ 

【調査票名】 ４－２１世紀成年者縦断調査（国民の生活に関する継続調査）配偶者票（男性用） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年５月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３５７ 調査票承認番号（旧）２６９２７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）本調査女性票の対象者の配偶者で，本調査男性票の対象

でない者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，２００ （配布）併用 （取集）併用 （記入）自計 

（把握時）平成２０年１１月５日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→保健所→調査員→被保険

者，厚生労働省→都道府県→保健所を設置する市・特別区→保健所→調査員→被保険者（ただし，

第１回調査以降に転出した者については，厚生労働省→被調査者） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年１１月５日～１８日 

【調査事項】 １．健康状態，２．所得を伴う仕事の有無，３．就業形態，４．就業時間・勤務日数，通勤時

間，５．職場における仕事と子育て両立支援制度の有無，同制度の利用の有無，６．学歴の変化，

７．家事・育児時間，８．子どもを持つ意欲，９．希望子ども数，１０．子どもを持つことに関す

る周囲の状況，１１．同居人の人数，親の生死，同別居（「配偶者なし又は配偶者と別居」の者の

みが記入），１２．１年間の転居の有無，住居の状況（「配偶者なし又は配偶者と別居」の者のみ

が記入），１３．子どもの有無，人数，出生年月日等（「配偶者なし又は配偶者と別居」の者のみ

が記入），１４．未就学児の保育サービスの利用（「配偶者なし又は配偶者と別居」の者のみが記
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入），１５．未就学児の日中の世話人（「配偶者なし又は配偶者と別居」の者のみが記入），１

６．子育て負担感，１７．保育サービスの状況（「配偶者なし又は配偶者と別居」の者のみが記

入），１８．所得額，児童手当の有無（「配偶者なし又は配偶者と別居」の者のみが記入），１

９．支出額，保育料，教育費（「配偶者なし又は配偶者と別居」の者のみが記入） 
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４ 届 出 統 計 調 査 の 受 理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
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（２） 変 更 

【調査名】 京都府鉱工業生産動態統計調査 

【実施機関】 京都府 

【目 的】 京都府における鉱工業生産の状況を把握し，府鉱工業指数作成のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－京都府鉱工業指数用調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（手集計） （公表）京都府鉱工業指数（翌々月下旬） （表章）都道府県 

【経 費】 ４９千円 

※ 

【調査票名】 １－京都府鉱工業指数用調査票 

【受理年月日】 平成２０年５月２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８０１９ 受理番号（旧）２０６１２４ 

【調査対象】 （地域）京都府全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類による製造業を営む事業所の

うち，下記で指定した品目を製造する事業所及び指定した品目の生産動態を集計する機関（ねじ，

ボルト，特殊ナット，自動車エンジン，生コンクリート，缶詰，清涼飲料水，人造氷，印刷，木製

品，醤油，清酒，水産練製品，みそ，生和菓子） （抽出枠）工業統計調査準備調査名簿，中小企

業団体名簿及び商工業関係任意団体名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３０／母８９２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）月間 （系統）京都府→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌々月１０日 

【調査事項】 １．品目名，数量，単位，金額，生産，出荷，在庫，２．フェイスシート事項（事業所名（企業

名），記入担当者職氏名，電話番号） 



 60

【調査名】 労働条件等実態調査 

【実施機関】 和歌山県商工労働部労働政策局労働企画課 

【目 的】 和歌山県内の事業所に雇用される労働者の労働条件，各種制度の実態を明らかにし，それらの改善

と，労使関係の安定に資するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－労働条件等実態調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「和歌山県労働条件等実態調査報告書」（２月） 

（表章）都道府県 

【経 費】 ５００千円 

※ 

【調査票名】 １－労働条件等実態調査票 

【受理年月日】 平成２０年５月２６日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８０２０ 受理番号（旧）２０６０８０ 

【調査対象】 （地域）和歌山県全域 （単位）事業所 （属性）「事業所・企業統計調査」により把握され

た，県内に所在する以下の事業所，（１）常用雇用者が３０人以上の全事業所（ただし，県内に複

数の事業所がある場合は主たる事業所），（２）常用雇用者１０人以上３０人未満の単独事業所，

本所の中から無作為に抽出した５７９事業所 （抽出枠）平成１８年度事業所・企業統計調査（総

務省統計局） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母５，１９８ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）毎年７月３１日現在 （系統）和歌山県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年９月１日 

【調査事項】 １．事業所の現況，（１）事業所名，所在地等，（２）産業分類，（３）事業所の労働者数，

２．賃金，労働時間，（１）賃金体系，（２）休暇制度，（３）多様な就労形態，（４）週休制，

（５）年次有給休暇，（６）労働条件の労使間での話し合い，３．定年制，（１）定年制の有無，

形態，（２）定年後の制度，（３）団塊の世代の割合，（４）団塊の世代の退職の影響の有無，

（５）団塊の世代の退職の影響の内容，（６）団塊の世代の対策，４．育児・介護休業制度等，

（１）育児休業制度の規定の有無，内容，（２）育児休業制度の男女別利用者数，（３）育児休業
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の利用期間別人数，（４）育児休業を取得する際の雇用管理，（５）介護休業制度の規定の有無，

内容，（６）介護休業制度の男女別利用者数，（７）育児・介護のための支援措置，（８）託児施

設の運営がある場合の年間利用者数，（９）育児休業・介護休業の導入及び運用における問題点，

（１０）子の看護休暇制度の規定の有無，内容，（１１）子の看護休暇制度の利用者数，５．パー

トタイム労働者，（１）一般労働者，パートタイム労働者に適用される制度，（２）パートタイム

労働者の労働契約，（３）労働条件の明示（昇給・退職手当・賞与），（４）パートタイム労働者

から正社員への登用状況，６．公益通報者保護法，（１）公益通報についての規定の有無，（２）

公益通報の受付相談窓口の有無，（３）通報，相談の有無，７．人事・労務管理，（１）管理職及

びそのうちの女性の管理職の人数，（２）女性の出産後の就労状況，（３）職場におけるセクシュ

アルハラスメントに対する取り組み，（４）人事・労務管理についての関心事 
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（３） 中 止 

【調査名】 農林水産業調査（家畜頭数，家兎飼養戸数及び飼養頭数，鶏飼育数及び飼育羽数） 

【実施機関】 香川県 

【目 的】 農林水産行政施策の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－農林水産業調査票 

※ 

【調査票名】 １－農林水産業調査票 

【受理年月日】 平成２０年５月１９日 

【受理番号】 受理番号（新）３０８００３ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （単位）農家 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）その他 （取集）その他 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１月～１２月 
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【調査名】 薬局における処方せん取扱状況等調査 

【実施機関】 新潟県福祉保健部医薬国保課 

【目 的】 新潟県内の薬事法により薬局の許可を得ている薬局の処方せんの取扱状況を把握し，医療分業の推進

のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－薬局における処方せん取扱状況等調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」 （表章）都道府県 

※ 

【調査票名】 １－薬局における処方せん取扱状況等調査票 

【受理年月日】 平成２０年５月２１日 

【受理番号】 受理番号（新）３０８００４ 受理番号（旧）１９１１５５ 

【調査対象】 （地域）新潟県全域 （単位）その他 （属性）新潟県内の薬事法の規定により許可を受けた薬

局 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７５６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）１

月１日から１２月３１日 （系統）新潟県→保健所→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１月 

【調査事項】 １．薬局に従事する薬剤師数，２．１年間に処理した処方せん枚数，３．受け入れた処方せんの

発行機関，４．医薬分業に対する意識 
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５ 参   考 



承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(1)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年

(4) (4) (4) (4) (16)

83 59 81 67 58 71 97 18 25 35 11 4 6 8 623

(3) (1) (4)

22 18 10 5 5 5 6 5 3 6 3 6 2 1 97

(3) (4) (4) (5) (4) (20)

105 77 91 72 63 76 103 23 28 41 14 10 8 9 720

(1) (1) (2)

26 33 43 77 68 73 112 8 12 8 3 10 6 22 501

(1) (1)

8 7 31 52 55 110 162 35 33 30 14 23 15 26 601

(1) (1) (1) (3)

34 40 74 129 123 183 274 43 45 38 17 33 21 48 1102

2 2 0 0 0 1 1 6

(11) (3) (1)  (4) (4) (5) (4) (32)

22 10 16 13 14 35 40 11 8 6 2 3 9 4 193

(1) (1)

1 1 2 1 5

(11) (3) (2) (4) (4) (5) (4) (33)

23 11 18 13 15 35 40 11 8 6 2 3 9 4 198

(1) (1) (1) (1) (1) (5)

102 106 101 108 142 139 184 6 23 7 6 14 14 9 961

308 298 312 278 193 216 241 51 41 44 44 50 39 39 2154

5 2 7 10 3 3 1 1 1 1 34

3 2 10 2 2 2 2 4 27

(2) (5) (1) (1) (1) (2) (1) (13)

380 355 321 358 299 355 321 82 70 41 66 90 46 58 2842

(2) (5) (1) (1) (1) (2) (1) (13)

688 661 635 643 502 576 575 136 114 87 113 141 89 97 5057

(注)１．この表は、統計報告調整法により承認された統計報告を、調査票の様式単位で示したものである。

２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

小 計

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他

そ の 他

小 計

本 省

法 務 省

財
　
務
　
省

国 税 庁

小 計

年（月）

実施機関名

文 部 科 学 省

内
　
閣
　
府

総
　
務
　
省

経 済 社 会
総 合 研 究 所

そ の 他

小 計

統 計 局
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承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(2)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年

(3) (3)

384 425 435 374 379 330 290 56 90 53 37 56 70 25 3004

(2) (2) (1) (5)

102 71 77 72 54 79 86 24 17 17 29 6 17 15 666

82 49 25 18 14 7 2 2 2 3 3 4 211

3 4 3 5 5 6 2 1 1 1 1 2 34

(15) (21) (10) (20) (20) (4) (17) (2) (2) (2) (1) (2) (116)

143 182 226 154 80 91 85 32 25 24 13 17 14 43 1129

(15) (24) (10) (20) (20) (4) (17) (2) (2) (2) (2) (2) (2) (2) (124)

711 730 767 621 532 512 469 116 135 95 82 80 105 89 5044

(2) (6) (2) (2) (1) (1) (14)

209 157 128 119 106 67 101 24 5 26 2 27 24 25 1020

11 1 7 11 27 4 10 71

(1) (3) (4) (2) (1) (11)

61 56 90 63 103 73 73 11 9 15 11 3 3 3 574

(17) (18) (23) (35) (32) (17) (28) (3) (12) (3) (12) (3) (4) (3) (210)

309 249 272 212 186 166 170 21 9 13 14 9 15 16 1661

(18) (20) (32) (41) (36) (18) (29) (3) (12) (4) (12) (3) (4) (3) (235)

579 462 490 394 395 306 344 67 24 61 38 66 46 54 3326

(30) (49) (22) (27) (9) (18) (1) (1) (157)

126 202 176 175 218 215 244 45 55 30 11 38 43 12 1590

(19) (35) (62) (25) (26) (23) (15) (1) (2) (208)

223 243 179 172 124 131 101 20 15 34 28 54 15 36 1375

(19) (65) (111) (47) (53) (32) (33) (1) (1) (1) (2) (365)

349 445 355 347 342 346 345 65 70 64 39 92 58 48 2965

(4) (12) (14) (11) (11) (8) (1) (1) (1) (1) (1) (2) (1) (68)

2 1 4 11 1 1 1 2 2 25

65 116 168 122 122 65 93 6 16 10 26 16 24 16 865

30 52 84 61 61 29 49 3 8 5 13 8 9 8 420

2591 2532 2533 2328 2118 2173 2345 469 449 400 312 440 353 361 19404

2621 2584 2617 2389 2179 2202 2394 472 457 405 325 448 362 369 19824

環 境 省

合
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局
（旧食糧庁）

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

年（月）

実施機関名
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年（月） 備　考

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

(4)

1 1 3 1

1 1

(4)

1 1 1 1 3 1

8 1 3 2 8

3 7 1 8 4

11 1 7 4 10 12

(4)

1 1

(4)

1 1

(1)

7 (1) 1 8

16 2 3 2 1 4 1 5 2 15 9

(1)

8 16 9 13 9 2 18 2 1

(1)

24 18 12 15 1 4 10 7 20 17 10

(注) １．この表は、統計報告調整法により、承認された統計報告を調査票の様式単位で示したものである。

　　　２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

３．農林水産省大臣官房統計部の平成15年６月までの欄は、旧農林水産省大臣官房統計情報部実

　施のものである。

４．従来総務省の内訳としていた公正取引委員会実施分は、平成15年4月以降は内閣府のその他の

　欄に計上している。

平成20年

小 計

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他

法 務 省

文 部 科 学 省

小 計

統 計 局

そ の 他

小 計

本 省

国 税 庁

小 計

平成19年

承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(1)

財
　
務
　
省

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

実施機関名

経 済 社 会
総 合 研 究 所内

　
閣
　
府

総
　
務
　
省

そ の 他

69



承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(2)

備　考

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

4

2

1

(2)

2 7 5 8 8 7 3 6

(2)

2 7 5 8 8 3 7 7 6

1 1 1 19 1 32

8 1 1

2 1 3

(1) (5)

4 1 2 1 2 8 3 1

(1)

5 2 1 3 3 21 8 8 1 5 36

2 4 2 8 1

3 10 2 5 2 2 1 2

5 10 2 5 2 2 5 4 8 1

(1)

2

2 2 11

1 1 8

45 31 31 23 19 22 34 34 27 49 39 48

45 31 32 23 20 22 34 34 27 49 47 48

平成20年

環 境 省

合
　
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

年（月）

実施機関名

平成19年
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届出統計調査の実施機関別・年次別受理件数

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 ２年 ７年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年

新 規 58 54 43 39 32 27 11 5 8 8 4 4 8 6 307

変 更 69 72 99 108 88 79 103 15 23 29 15 30 30 19 779

中 止 6 3 7 11 9 1 2 1 1 5 5 3 54

新 規 358 282 367 354 355 389 386 75 63 67 72 80 63 64 2975

変 更 329 299 199 140 177 210 218 88 29 74 62 54 87 35 2001

中 止 4 4 8 2 15 16 39 10 4 4 7 4 24 6 147

新 規 105 82 85 124 139 127 130 26 28 240 371 30 38 39 1564

変 更 131 65 55 49 61 114 93 24 24 16 12 14 15 10 683

中 止 1 1 5 2 12 1 3 2 1 0 28

新 規 2 6 2 1 0 11

変 更 10 9 10 16 16 9 5 2 2 1 1 3 84

中 止 2 3 1 1 2 1 1 0 11

新 規 523 424 495 517 528 543 528 106 99 315 447 114 109 109 4857

変 更 539 445 363 313 342 412 419 127 78 121 90 98 133 67 3547

中 止 13 4 14 11 31 19 62 12 10 6 10 10 29 9 240

国

合
　
計

日
　
銀
　
等

市

都
道
府
県

年（月）

実施機関名
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届出統計調査の実施機関別・月次別受理件数

備　考

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

新 規 1 1 1 2

国 変 更 1 2 1 3 2 1 2 1 1

中 止

新 規 4 7 11 12 6 4 2 3 3 2

変 更 4 5 5 3 7 3 1 2 6 1 2

中 止 1 1 1 2

新 規 4 6 13 5 4 1 1 1

市 変 更 1 2 1 1 4 1 2

中 止

新 規

変 更 1

中 止

新 規 9 7 17 26 11 8 3 4 2 5 2

変 更 6 8 7 4 8 7 7 4 4 7 2 2

中 止 1 1 1 2

平成20年

合
　
計

都
道
府
県

日
　
銀
　
等

平成19年年（月）

実施機関名
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